
３　施策の課題　（基本計画で掲げた施策の「現況と課題」、成果指標の達成状況を踏まえて、次年度以降に向けた施策の課題）

４　今後の取り組み　（課題解決に向けた今後の取り組みの方向性・内容等）

小城市　　

就農者に対する支援
・新規就農者へ国の補助事業を活用した支援（５件）を行った。

・６次産業化に取り組んでいる団体（2団体）に支援を行った。

森林環境の保全の推進
・令和5年7月豪雨で被災した林業施設の原形復旧工事を行った。

・水源涵養など公益的機能の発揮のため、森林組合と地元の協働体制により、ふるさとの森林づくり事業に取り組んだ。

・目指すべき将来の農地利用の姿を明確化した地域計画に沿って、農地の集積、集約化に継続して取り組んでいく。

・園芸作物の振興に向けては、生産者、JA、市、県とでの話し合いを進め、産地を維持、発展させる取り組みを進めていく。

・農地や農村が持つ多面的機能の維持・発揮に向けた地域の共同活動や営農活動を支援する日本型直接支払制度（多面的機能支払、中山間地域等直接

支払、環境保全型農業直接支払）に継続して取り組んでいく。

・関係団体と協力し、新規就農者のための支援策を検討していく。

・森林組合及び地元等との協働体制を維持していくとともに、個人所有の山林の保全に努めていく。

・農業世帯の高齢化、後継者不足により、優良農地の保全や耕作放棄地の解消が難しくなっていることから、産地の維持・発展にむけた取り組みの検討が必

要とされる。

・高齢化や後継者不足が深刻化していることから、新規就農者に対する支援を行い、次世代農業人口の確保に努めていく必要がある。

・災害防止、地球温暖化防止、水資源の涵養といった森林の多面的機能を発揮するべく、公有林、私有林ともに植栽、間伐等の適切な保全管理を図る必要

があり、地域住民、ボランティア、企業など社会全体で森林づくりを支える仕組みづくりが重要となってくる。

２　施策（基本事業）の振り返り

基本事業 （施策の目標達成に向けて、どのように取り組んだか。）

農業基盤整備の推進と経

営の安定強化

・園芸振興対策事業に９団体が取り組み農業経営の安定化を図った。

・農地集積による経営規模の拡大を支援した。

・施設の機能回復により維持管理労力の軽減を図った。

・麦・大豆の国産化を推進するため、生産性の向上に必要な営農技術及び機械の導入等を支援した。

実績値5

目標値

達成率

１）達成。継続して支援している経営所得安定

対策、園芸振興対策の取り組みに加え、農地

の更なる集積が進み規模拡大につながったこ

と、また、基盤整備については国営・県営事業

の進捗により安定した農業経営につながった

ことなどが、「農業世帯の平均農業収入額」

の上昇につながっているものと推測できる。

２)未達成。森林環境譲与税を活用し間伐を

実施する個人所有の山林については、所有者

の特定、意向確認を行った後、間伐は翌年度

以降に実施することとしたため、令和5年度実

績は伸び悩んだ。4

目標値

実績値

達成率

実績値3

目標値

達成率

2 間伐を実施した面積 ha

目標値 26.3 26.3 26.3 28.3
実績値 18.2 5.7 0.0 0.0

達成率 69.2% 21.7% 0.0% 0.0%

1
農業世帯の平均農業収入

額
千円

目標値 6,008 6,229 6,450 6,670
実績値 6,237 6,694 0 0
達成率 103.8% 107.5% 0.0% 0.0%

①対象
　（この施策は、誰、何を対象としているのか）

③意図
　（この施策によって対象をどう変えるのか）

A.農業世帯

B.市内の森林

A.農業を基本とした安定した生活設計と農業経営ができる

B.適切に保全・管理できる

④成果指標
　（意図の達成度を表す指標）

単位 数値区分 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 成果指標の達成状況及び要因

１　施策の目的（①対象③意図）と指標（②対象指標④成果指標）等の推移

第2次

総合計画

体系

政策

No.
7 政策名 地域の資源を活かし 企業も市民も元気なまち

施策

No.
1 施策名 農業の振興と森林の保全

施策マネジメントシート　（令和 5 年度目標達成度評価）

施策主管課 農林水産課 施策関係課名 農村整備課・農業委員会

－公表シート －


